
議案第２７号 

平成３１年度篠栗町国民健康保険特別会計予算 

平成３１年度篠栗町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,949,250 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第1表 歳入歳出予算」

による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入の最高額

は、500,000 千円と定める。 

平成３１年３月４日提出 

篠栗町長  三 浦  正 
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1 508,306

1 国民健康保険税 508,306

2 1

1 手数料 1

4 2,174,746

1 県補助金 2,174,746

5 259,885

1 他会計繰入金 259,885

6 1

1 繰越金 1

7 6,310

1 延滞金加算金及び過料 3,103

2 預金利子 1

3 受託事業収入 1

4 雑入 3,205

8 1

1 財政安定化基金貸付金 1

2,949,250

市町村債

歳　　入　　合　　計

国民健康保険税

使用料及び手数料

県支出金

繰入金

繰越金

諸収入

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項
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1 42,700

1 総務管理費 41,658

2 徴収費 704

3 運営協議会費 338

2 2,128,547

1 療養諸費 1,837,324

2 高額療養費 272,814

3 移送費 100

4 出産育児諸費 16,809

5 葬祭諸費 1,500

3 739,502

1 医療給付費分 549,161

2 後期高齢者支援金等分 141,851

3 介護納付金分 48,490

4 1

1 共同事業拠出金 1

6 26,896

1 保健事業費 2,337

2 特定健康診査等事業費 24,559

7 1

1 公債費 1

8 1,602

1 償還金及び還付加算金 1,602

9 1

1 前年度繰上充用金 1

10 10,000

前年度繰上充用金

予備費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

共同事業拠出金

保健事業費

公債費

諸支出金

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費
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1 予備費 10,000

2,949,250

 千円

款

歳　　出　　合　　計

項 金　　　　　額
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１　総　　括

（歳　　入）

1 国民健康保険税 508,306 511,745 △3,439

2 使用料及び手数料 1 450 △449

4 県支出金 2,174,746 2,211,506 △36,760

5 繰入金 259,885 261,858 △1,973

6 繰越金 1 1 0

7 諸収入 6,310 6,310 0

8 市町村債 1 1 0

2,949,250 2,991,871 △42,621歳　　入　　合　　計

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

-5-



（歳　　出）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 総務費 42,700 55,123 △12,423 42,700

2 保険給付費 2,128,547 2,167,195 △38,648 2,106,850 21,697

3 国民健康保険事業費納付金 739,502 734,615 4,887 61,970 677,532

4 共同事業拠出金 1 1 0 1

6 保健事業費 26,896 23,333 3,563 5,926 20,970

7 公債費 1 1 0 1

8 諸支出金 1,602 1,602 0 1,602

9 前年度繰上充用金 1 1 0 1

10 予備費 10,000 10,000 0 10,000

2,949,250 2,991,871 △42,621 2,174,746 0 0 774,504

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

 千円

款 比　　　　較

 千円

本年度予算額

 千円

前年度予算額

 千円

歳　　出　　合　　計

特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円

-6-



　１款　国民健康保険税

　１項　国民健康保険税

 千円

508,306千円

508,306千円

 千円

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円

医療給付費分現年課税分 331,129

２　　歳    入

1 507,805 507,710 95一般被保険者国民健康保険税

 千円

医療給付費分 331,1291

現年課税分

後期高齢者支 114,7822 後期高齢者支援金分現年課税分 114,782

援金分現年課

税分

介護納付金分 34,2363 介護納付金分現年課税分 34,236

現年課税分

医療給付費分 20,0804 医療給付費分滞納繰越分 20,080

滞納繰越分

後期高齢者支 4,5195 後期高齢者支援金分滞納繰越分 4,519

援金分滞納繰

越分

介護納付金分 3,0596 介護納付金分滞納繰越分 3,059

滞納繰越分

2 501 4,035 △3,534退職被保険者等国民健康保険税 医療給付費分 1531 医療給付費分現年課税分 153

現年課税分

後期高齢者支 512 後期高齢者支援金分現年課税分 51

援金分現年課

税分

介護納付金分 623 介護納付金分現年課税分 62

現年課税分

医療給付費分 1624 医療給付費分滞納繰越分 162

滞納繰越分
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　１款　国民健康保険税

　１項　国民健康保険税

 千円

508,306千円

508,306千円

 千円

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円

後期高齢者支援金分滞納繰越分 30

 千円

後期高齢者支 305

援金分滞納繰

越分

介護納付金分 436 介護納付金分滞納繰越分 43

滞納繰越分

計 508,306 511,745 △3,439

国民健康保険税督促手数料 1

1千円

　２款　使用料及び手数料 1千円

　１項　手数料

1 1 450 △449 督促手数料 11督促手数料

計 1 450 △449

2,174,746千円

普通交付金 2,106,850

　４款　県支出金 2,174,746千円

　１項　県補助金

1 2,174,746 2,211,506 △36,760保険給付費等交付金 普通交付金 2,106,8501

特別交付金 67,8962 特別交付金 67,896

計 2,174,746 2,211,506 △36,760

国民健康保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 108,306

259,885千円

　５款　繰入金 259,885千円

　１項　他会計繰入金

1 259,885 261,858 △1,973 国民健康保険 108,3061一般会計繰入金

基盤安定繰入

金（保険税軽

減分）
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　５款　繰入金 259,885千円

259,885千円

 千円

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円

説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円

　１項　他会計繰入金

 千円

節

区　　分 金　　額

国民健康保険 54,0482 国民健康保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 54,048

基盤安定繰入

金（保険者支

援分）

職員給与費等 42,7003 職員給与費等繰入金 42,700

繰入金

出産育児一時 11,2004 出産育児一時金等繰入金 11,200

金等繰入金

財政安定化支 43,6305 財政安定化支援事業繰入金 43,630

援事業繰入金

一般会計繰入 16 一般会計繰入金 1

金

計 259,885 261,858 △1,973

繰越金 1

1千円

　６款　繰越金 1千円

　１項　繰越金

1 1 1 0 繰越金 11繰越金

計 1 1 0

3,103千円

一般被保険者延滞金 3,000

　７款　諸収入 6,310千円

　１項　延滞金加算金及び過料

1 3,100 3,100 0延滞金 一般被保険者 3,0001

延滞金

1002 退職被保険者等延滞金 100退職被保険者

等延滞金
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 千円

　７款　諸収入

　１項　延滞金加算金及び過料

説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円 千円

6,310千円

3,103千円

 千円

前年度予算額 比　　　　較

2 2 2 0加算金

節

区　　分 金　　額
目 本年度予算額

一般被保険者 11 一般被保険者加算金 1

加算金

退職被保険者 12 退職被保険者等加算金 1

等加算金

3 1 1 0過料 過料 11 過料 1

計 3,103 3,103 0

預金利子 1

1千円

　７款　諸収入 6,310千円

　２項　預金利子

1 1 1 0 預金利子 11預金利子

計 1 1 0

1千円

特定健康診査等受託料 1

　７款　諸収入 6,310千円

　３項　受託事業収入

1 1 1 0特定健康診査等受託料 特定健康診査 11

等受託料

計 1 1 0

1 0滞納処分費

3,205千円

滞納処分費 11 滞納処分費 1

　７款　諸収入 6,310千円

　４項　雑入

1 1

2 3,000 3,000 0一般被保険者第三者納付金 一般被保険者第三者納付金 3,000一般被保険者 3,0001

第三者納付金
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　７款　諸収入

　４項　雑入

 千円

6,310千円

3,205千円

 千円

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円

退職被保険者等第三者納付金 13 1 1 0退職被保険者等第三者納付金

 千円

退職被保険者 11

等第三者納付

4 200 200 0一般被保険者返納金

金

一般被保険者返納金 200一般被保険者 2001

5 1 1 0退職被保険者等返納金

返納金

退職被保険者等返納金 1退職被保険者 11

6 2 2 0雑入

等返納金

雑入 11 雑入 1

歳入欠かん補 12 歳入欠かん補填収入 1

填収入

計 3,205 3,205 0

財政安定化基金貸付金 1

1千円

　８款　市町村債 1千円

　１項　財政安定化基金貸付金

1 1 1 0 財政安定化基 11財政安定化基金貸付金

金貸付金

計 1 1 0
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 千円  千円

目 本年度予算額

３　　歳    出

 千円  千円 千円 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

　１款　総務費

　１項　総務管理費 41,658千円

42,700千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

51,9901 一般管理費 40,049 △11,941 40,049 12,668給料2 ・住民課 40,049

　　○人件費 27,282
10,254職員手当等3

12,668　　　　02 給料

4,360共済費4 12,668　　　　　　一般職給

10,254　　　　03 職員手当等
14旅費9

318　　　　　　扶養手当

1,208需用費11 780　　　　　　地域手当

315　　　　　　通勤手当
4,754役務費12

1,267　　　　　　時間外勤務手当

6,646委託料13 3,123　　　　　　期末手当

2,170　　　　　　勤勉手当
145使用料及び賃14

2,281　　　　　　退職手当組合負担金
借料

4,360　　　　04 共済費

4,336　　　　　　職員共済組合負担金

24　　　　　　職員公務災害補償負担金

　　○保健・医療対策の推進 12,767

14　　　　09 旅費

14　　　　　　普通旅費

1,208　　　　11 需用費

166　　　　　　消耗品費

1,042　　　　　　印刷製本費

4,754　　　　12 役務費

4,754　　　　　　通信運搬費

6,646　　　　13 委託料

1,227　　　　　　給付事務委託料

394　　　　　　第三者求償事務委託料

166　　　　　　国保ライン保守点検委託料

2,051　　　　　　国民健康保険システム改修委託料

2,808　　　　　　レセプト点検事務委託料
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 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円 千円 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

　１款　総務費

　１項　総務管理費 41,658千円

42,700千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

145　　　　14 使用料及び賃借料

145　　　　　　保険者支援事業システム使用料

1,646 1,535 1,535負担金補助及192 国民健康保 1,535 △111 ・住民課 1,535

び交付金 　　○保健・医療対策の推進険団体連合 1,535

会負担金 1,535　　　　19 負担金補助及び交付金

1,502　　　　　　国民健康保険団体連合会負担金

33　　　　　　療養費点検事務及び患者調査共同事業負担金

763 粕屋支部負 74 △2 74 74負担金補助及19 ・住民課 74

担金 び交付金 　　○保健・医療対策の推進 74

74　　　　19 負担金補助及び交付金

74　　　　　　粕屋支部負担金

△12,05441,658計 53,712 0 00

42,700千円

704千円

　１款　総務費

　２項　徴収費

41,658

1,0731 賦課徴収費 704 △369 704 76需用費11 ・住民課 704

　　○保健・医療対策の推進 704
628役務費12

76　　　　11 需用費

12　　　　　　消耗品費

64　　　　　　印刷製本費

628　　　　12 役務費

628　　　　　　手数料

△369704計 1,073 0 00 704
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 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円 千円 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

　１款　総務費

　３項　運営協議会費 338千円

42,700千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

3381 運営協議会 338 0 338 302報酬1 ・住民課 338

　　○保健・医療対策の推進 338費
4旅費9

302　　　　01 報酬

32需用費11 302　　　　　　運営協議会委員報酬

4　　　　09 旅費

4　　　　　　費用弁償

32　　　　11 需用費

32　　　　　　消耗品費

0338計 338 0 00

2,128,547千円

1,837,324千円

　２款　保険給付費

　１項　療養諸費

338

1,797,3291 一般被保険 1,813,369 16,040 1,813,369 1,813,369負担金補助及19 ・住民課 1,813,369

び交付金者療養給付 保険給付費 　　○保健・医療対策の推進 1,813,369

費 等交付金 1,813,369　　　　19 負担金補助及び交付金

1,813,369 1,813,369　　　　　　一般被保険者保険医療機関等保険者負担分

31,7332 退職被保険 3,000 △28,733 3,000 3,000負担金補助及19 ・住民課 3,000

者等療養給 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進 3,000

付費 等交付金 3,000　　　　19 負担金補助及び交付金

3,000 3,000　　　　　　退職被保険者等保険医療機関等保険者負担分

18,1213 一般被保険 17,067 △1,054 17,067 17,067負担金補助及19 ・住民課 17,067

者療養費 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進 17,067

等交付金 17,067　　　　19 負担金補助及び交付金

17,067 17,067　　　　　　一般被保険者療養費

8684 退職被保険 500 △368 500 500負担金補助及19 ・住民課 500

者等療養費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進 500

500　　　　19 負担金補助及び交付金
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千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円  千円 千円

　２款　保険給付費

　１項　療養諸費 1,837,324千円

2,128,547千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

保険給付費 500　　　　　　退職被保険者等療養費

等交付金

500

4,3875 審査支払手 3,388 △999 3,388 3,388委託料13 ・住民課 3,388

　　○保健・医療対策の推進数料 3,388

3,388　　　　13 委託料

3,321　　　　　　審査支払事務委託料

67　　　　　　レセプト電算処理システム委託料

△15,1141,837,324計 1,852,438 1,833,936 00

2,128,547千円

272,814千円

　２款　保険給付費

　２項　高額療養費

3,388

281,4501 一般被保険 271,614 △9,836 271,614 271,614負担金補助及19 ・住民課 271,614

び交付金者高額療養 保険給付費 　　○保健・医療対策の推進 271,614

費 等交付金 271,614　　　　19 負担金補助及び交付金

271,614 271,614　　　　　　一般被保険者高額療養費

14,3982 退職被保険 1,000 △13,398 1,000 1,000負担金補助及19 ・住民課 1,000

者等高額療 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進 1,000

養費 等交付金 1,000　　　　19 負担金補助及び交付金

1,000 1,000　　　　　　退職被保険者等高額療養費

1003 一般被保険 100 0 100 100負担金補助及19 ・住民課 100

者高額介護 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進 100

合算療養費 等交付金 100　　　　19 負担金補助及び交付金

100 100　　　　　　一般被保険者高額介護合算療養費
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 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円 千円 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

　２款　保険給付費

　２項　高額療養費 272,814千円

2,128,547千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

1004 退職被保険 100 0 100 100負担金補助及19 ・住民課 100

び交付金者等高額介 保険給付費 　　○保健・医療対策の推進 100

護合算療養 等交付金 100　　　　19 負担金補助及び交付金

費 100 100　　　　　　退職被保険者等高額介護合算療養費

△23,234272,814計 296,048 272,814 00

2,128,547千円

100千円

　２款　保険給付費

　３項　移送費

0

501 一般被保険 50 0 50 50負担金補助及19 ・住民課 50

び交付金者移送費 保険給付費 　　○保健・医療対策の推進 50

等交付金 50　　　　19 負担金補助及び交付金

50 50　　　　　　一般被保険者移送費

502 退職被保険 50 0 50 50負担金補助及19 ・住民課 50

者等移送費 保険給付費 び交付金 　　○保健・医療対策の推進 50

等交付金 50　　　　19 負担金補助及び交付金

50 50　　　　　　退職被保険者等移送費

0100計 100 100 00

2,128,547千円

16,809千円

　２款　保険給付費

　４項　出産育児諸費

0

16,8001 出産育児一 16,800 0 16,800 16,800負担金補助及19 ・住民課 16,800

び交付金 　　○保健・医療対策の推進時金 16,800

16,800　　　　19 負担金補助及び交付金

16,800　　　　　　出産育児一時金

92 審査支払手 9 0 9 9委託料13 ・住民課 9

数料 　　○保健・医療対策の推進 9
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千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円  千円 千円

　２款　保険給付費

　４項　出産育児諸費 16,809千円

2,128,547千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

9　　　　13 委託料

9　　　　　　出産育児一時金事務取扱委託料

016,809計 16,809 0

2,128,547千円

1,500千円

　２款　保険給付費

　５項　葬祭諸費

00 16,809

1,8001 葬祭費 1,500 △300 1,500 1,500負担金補助及19 ・住民課 1,500

び交付金 　　○保健・医療対策の推進 1,500

1,500　　　　19 負担金補助及び交付金

1,500　　　　　　葬祭費

△3001,500計 1,800 0 00

739,502千円

549,161千円

　３款　国民健康保険事業費納付金

　１項　医療給付費分

1,500

527,2431 一般被保険 548,491 21,248 44,476 504,015 548,491負担金補助及19 ・住民課 548,491

び交付金者医療給付 保険給付費 　　○保健・医療対策の推進 548,491

費分 等交付金 548,491　　　　19 負担金補助及び交付金

44,476 548,491　　　　　　一般被保険者医療給付費分

1,4302 退職被保険 670 △760 670 670負担金補助及19 ・住民課 670

者等医療給 び交付金 　　○保健・医療対策の推進 670

670付費分 　　　　19 負担金補助及び交付金

670　　　　　　退職被保険者等医療給付費分

20,488549,161計 528,673 44,476 00 504,685
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千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円  千円 千円

　３款　国民健康保険事業費納付金

　２項　後期高齢者支援金等分 141,851千円

739,502千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

156,1771 一般被保険 141,661 △14,516 13,174 128,487 141,661負担金補助及19 ・住民課 141,661

び交付金者後期高齢 保険給付費 　　○保健・医療対策の推進 141,661

者支援金等 等交付金 141,661　　　　19 負担金補助及び交付金

分 13,174 141,661　　　　　　一般被保険者後期高齢者支援金等分

4122 退職被保険 190 △222 190 190負担金補助及19 ・住民課 190

者等後期高 び交付金 　　○保健・医療対策の推進 190

190齢者支援金 　　　　19 負担金補助及び交付金

等分 190　　　　　　退職被保険者等後期高齢者支援金等分

△14,738141,851計 156,589 13,174 00

739,502千円

48,490千円

　３款　国民健康保険事業費納付金

　３項　介護納付金分

128,677

49,3531 介護納付金 48,490 △863 4,320 44,170 48,490負担金補助及19 ・住民課 48,490

び交付金分 保険給付費 　　○保健・医療対策の推進 48,490

等交付金 48,490　　　　19 負担金補助及び交付金

4,320 48,490　　　　　　介護納付金分

△86348,490計 49,353 4,320 00

1千円

1千円

　４款　共同事業拠出金

　１項　共同事業拠出金

44,170

11 共同事業拠 1 0 1 1負担金補助及19 ・住民課 1

び交付金 　　○保健・医療対策の推進出金 1

1　　　　19 負担金補助及び交付金

1　　　　　　退職者医療事業拠出金

01計 1 0 00 1
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千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円  千円 千円

　６款　保健事業費

　１項　保健事業費 2,337千円

26,896千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

2591 保健衛生普 2,337 2,078 2,337 2,319委託料13 ・住民課 2,337

　　○保健・医療対策の推進 2,337及費
18負担金補助及19

2,319　　　　13 委託料
び交付金

148　　　　　　医療費通知事務委託料

2,002　　　　　　生活習慣病分析業務委託料

169　　　　　　後発医薬品普及促進支援処理委託料

18　　　　19 負担金補助及び交付金

18　　　　　　システム利用負担金

2,0782,337計 259 0 00

26,896千円

24,559千円

　６款　保健事業費

　２項　特定健康診査等事業費

2,337

23,0741 特定健康診 24,559 1,485 5,926 18,633 627需用費11 ・住民課 24,559

　　○保健・医療対策の推進 24,559査等事業費 保険給付費
23,637委託料13

等交付金 627　　　　11 需用費

5,926 66使用料及び賃14 105　　　　　　消耗品費

借料 522　　　　　　印刷製本費

23,637　　　　13 委託料
229負担金補助及19

29　　　　　　設備保守委託料
び交付金

13,739　　　　　　特定健診委託料

873　　　　　　二次検診委託料

2,082　　　　　　健診結果説明会委託料

2,486　　　　　　特定保健指導委託料

356　　　　　　特定健診等データ管理システム委託料

4,072　　　　　　受診勧奨委託料

66　　　　14 使用料及び賃借料

66　　　　　　システム使用料

229　　　　19 負担金補助及び交付金
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千円 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円  千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円  千円 千円

　６款　保健事業費

　２項　特定健康診査等事業費 24,559千円

26,896千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

229　　　　　　各種負担金

1,48524,559計 23,074 5,926

1千円

1千円

　７款　公債費

　１項　公債費

00 18,633

11 利子 1 0 1 1償還金利子及23 ・住民課 1

び割引料 　　○保健・医療対策の推進 1

1　　　　23 償還金利子及び割引料

1　　　　　　一時借入金利子

01計 1 0 00

1,602千円

1,602千円

　８款　諸支出金

　１項　償還金及び還付加算金

1

1,5001 一般被保険 1,500 0 1,500 1,500償還金利子及23 ・住民課 1,500

び割引料 　　○保健・医療対策の推進者保険税還 1,500

付金及び還 1,500　　　　23 償還金利子及び割引料

1,500付加算金 　　　　　　一般被保険者保険税還付金及び還付加算金

1002 退職被保険 100 0 100 100償還金利子及23 ・住民課 100

び割引料 　　○保健・医療対策の推進者等保険税 100

還付金及び 100　　　　23 償還金利子及び割引料

100還付加算金 　　　　　　退職被保険者等保険税還付金及び還付加算金

13 一般被保険 1 0 1 1償還金利子及23 ・住民課 1

び割引料 　　○保健・医療対策の推進者償還金 1

1　　　　23 償還金利子及び割引料

1　　　　　　一般被保険者償還金
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 千円  千円

目 本年度予算額

 千円  千円 千円 千円

前年度予算額

地方債

比　　　較
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

　８款　諸支出金

　１項　償還金及び還付加算金 1,602千円

1,602千円

節本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

14 退職被保険 1 0 1 1償還金利子及23 ・住民課 1

び割引料 　　○保健・医療対策の推進者等償還金 1

1　　　　23 償還金利子及び割引料

1　　　　　　退職被保険者等償還金

01,602計 1,602 0 00

1千円

1千円

　９款　前年度繰上充用金

　１項　前年度繰上充用金

1,602

11 前年度繰上 1 0 1 1補償補填及び22 ・住民課 1

賠償金 　　○保健・医療対策の推進充用金 1

1　　　　22 補償補填及び賠償金

1　　　　　　前年度繰上充用金

01計 1 0 00

10,000千円

10,000千円

１０款　予備費

　１項　予備費

1

10,0001 予備費 10,000 0 10,000

010,000計 10,000 0 00 10,000
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報　酬 給　料 職員手当 計

4 12,668 7,973 20,641 4,336 24,977

5 17,283 10,990 28,273 5,884 34,157

 1  4,615  3,017  7,632  1,548  9,180

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外
勤務手当

318 780 0 315 1,267

678 1,105 0 195 1,279

 360  325 0 120  12

管理職手当
期末勤勉手

当
特殊勤務手
当

0 5,293 0

450 7,283 0

 450  1,990 0

備　　考

4

23

 4,642

139

 3,156

その他の増減分

昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分

増減額

比　　　較

 4,615

本　年　度

前　年　度

区　　分

（２）給料及び職員手当の増減額の明細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

増　減　事　由　別　内　訳

職
員
手
当
の
内
訳

説　　　明

区　　　分

職員手当
人事異動等による

人事異動等による

給　　料

その他の増減分
 3,017

制度改正に伴う増減分

給与費

前　年　度

本　年　度

（単位：千円）

共済費 合　計
職員数
（人）

区分

比　　　較

給　　与　　費　　明　　細　　書
１． 一 般 職

（１）総　括　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

職
員
手
当
の
内
訳

比　較

前年度

備　考

本年度

区　　　分

（単位：千円）
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円 円

円 円

歳 歳

円 円

円 円

歳 歳

級

６　級 （－） （－） （－） （－）

５　級 （－） （－） （－） （－）

４　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

３　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

２　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

１　級 1 （－） 25.0 （－） （－） （－）

通号級 （－） （－） （－） （－）

計 4 （－） 100.0 （－） （－） （－）

級

６　級 （－） （－） （－） （－）

５　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

４　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

３　級 1 （－） 20.0 （－） （－） （－）

２　級 2 （－） 40.0 （－） （－） （－）

１　級 （－） （－） （－） （－）

通号級 （－） （－） （－） （－）

計 5 （－） 100.0 （－） （－） （－）

平成30年
4月1日
現在

※（　）内は短時間勤務職員にかかるもの。

一般行政職 技能・労務職

職員数（人） 構成比（%） 職員数（人） 構成比（%）
区分

ウ　級別職員数
一般行政職 技能・労務職

構成比（%）職員数（人）
区分

構成比（%）

技能・労務職
技能・労務職

180,700円

148,600円
一般行政職

35

288,050

349,833

37

180,700円

153,000円

一般行政職

平均年齢

平均給与月額

平均給料月額

区　　　分 技能・労務職一般行政職

263,917

319,750

高校卒

区分

職員数（人）

（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員1人当り給与

平成30年4月1日現
在

平成31年4月1日現
在

平均年齢

平均給与月額

平均給料月額

平成31年
4月1日
現在

　　イ　初任給
国　　　の　　　制　　　度

大学卒
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区分

100.0 100.0

エ　昇給

参事、課長補
佐、副館長又は
次長の職務

5 5

5 5

合　　　計 一般行政職 技能・労務職

5 5

技能・労務職一般行政職合　　　計

44

44

44

２級

４号級（人）

６号級（人）

８号級（人）

　号級（人）

100.0100.0

前

年

度

号
級
数
別
内
訳

本

年

度

号
級
数
別
内
訳

（級別の標準的な職務内容）

主査の職務参事補佐、係長
又は主任主査の
職務

３級４級５級 １級

主事の職務

区　　　　　　分

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

２号級（人）

高度の知識又は
経験を必要とす
る業務を行う主
事の職務

６級

課長、園長、館
長又は議会事務
局長の職務

一
般
行
政
職

６号級（人）

８号級（人）

３号級（人）

比率（B）/（A）　（％）

比率（B）/（A）　（％）

区　　　　　　分

職員数（A）（人）

昇給に係る職員数（B）（人）

２号級（人）

４号級（人）
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６月 １２月 ３月 支給率計

（－） （－） （－） （－）

2.225 2.225 4.45

（－） （－） （－） （－）

2.125 2.275 4.40

（1.175） （1.175） （－） （2.35）

2.225 2.225 4.45

区　　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

支給率等 25.55625 34.5825 49.59 49.59

国の制度
（支給率等）

25.55625 34.5825 49.59 49.59

通　勤　手　当

差異の内容

住　居　手　当

扶　養　手　当

区　　　分

区　　　　　　　分

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率
（平成31年4月1日現在）

給料総額に対する比率

同

同

同

国の制度との異同

ケ　その他の手当

職

％

％

全　　職　　種

支給率

支給対象地域

キ　地域手当

６級地

定年前早期退職特例
措置（2～20%）

国の制度

本年度

前年度

有

有

有

※（　）内は再任用職員にかかるもの。

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

その他の加算措置等 備考

オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率（月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考

国の制度

支給対象職員数

定年前早期退職特例
措置（2～20%）

ク　特殊勤務手当

３％

４人

６％
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期 間 金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

（平成３０年度設定分）
2,808

債務負担行為で翌年度以降にわたる
又は支出額の見込み及び当該年度

ものについての前年度末の支出額
以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

レセプト点検委託料 2,808 平成31年度 2,808

左 の 財 源 内 訳
事 項 限 度 額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額 特 定 財 源

一 般 財 源
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